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ア メ リ カ に お け るFD最 新 事 情 ：

Scholarship of Teaching and Learningと テ ク ノ ロ ジ ー を 巡 っ て

飯 吉 透

1は じ め に 大 学 に お け るFD改 革 とい う観 点 か ら考 察 し、

ア メ リカ の 高 等 教 育 界 で は 、 フ ァ カル テ ィ 提 言 を 行 な う。

一 ・デ ベ ロ ップ メ ン ト(FD)の 改 革 が進 ん で

い る。 そ の 大 き な雛 力 とな って い る の ヵs、2フ ァ カ ル テ ィ ー'デ ベ ロ ッ プ メ ン ト

s。h。lar。hip。fTea。hing。ndL。arningと(FD)の 広 義 的 理 解

テ ク ノ 。ジ_の 急 速 な普 及 拙 旧来 の 「ワ_ク フ アカ ル テ ィー デ ベ ロ ップ メ ン ト(以 下 ・

シ ョップ や コ ンサ ル テ....シ ョン を 中心 と したFDと 略)の 導 入 が始 ま っ て 間 も な い 躰 の 大

学 の 多 くで は 、FDは 「教 員 評 価 」や 「授 業 評個 々人 の教 員 の教 授 技 術 の 向上
」 を 目指 すFD

価 」 とい うよ うな比 較 的 狭 い 観 点 か ら捉 え らか ら
、教 員 やFD担 当ス タ ッ フの協 力 的 な取 り

組 み に よ るrr教 授 実 蹴 内省 の コ ミ ュニテ ィ れ が ち だ ・ そ こ で本 論 文 で は ・ まず ・ ア メ リ

_(C。_ity。fPracticeandR。flecti。n)』 カ の 高 等 鞘 界 で 搬 的 に受 け入 れ られ て い

る 「広 義 のFD」 を 概 観 す る。
の形 成 を通 した 「自己 持 続 的 」 な支 援 体 制 に

基 づ く新 い 、FDの 在 り方 が模 索 され て い る.全 米 に お け るFDに 関 す る最 大 規 模 の 協 議

こ の よ うな動 き は 、 学 部 や 大 学 レベ ル だ け に 会 で あ る 「Pr・fessi・nalandOrgani・ati・nal

留 ま らず 、 各 分 野 に お け る 学 術 コ ミュ ニ テ ィDevelopmentNetwo「kinHigh・ 「Educati・n(POD)」

の 定 義 に よれ ば 、一般 的 に 「FD」 と呼 ばれ て い
一 や 学術 団体 レベ ル で も展 開 され つ つ あ る。

本 論 文 で は 、 ア メ リカ の 高 等 教 育 界 にお け る る巌 は ・ 「教 員 開発(Fa・ultyDeve1・pm・nt)」

FDの 最 新 動 向 を具 体 的 な 事 例 を挙 げ つ つ 概 「教 授 開 発(ln・tru・ti・nalDev・1・pm・nt)」

観 し、こ の よ うなFDの 「パ ラ ダ イ ム 轍 」を 「繍 的 開発(0「gani・ati・nalDeve1・pm・nt)」

の3つ サ ブ カ テ ゴ リー に 大 別 で き る(図1)。支 援
・促 進 す るた め に 、 個 々 の 大 学 に求 め ら

れ る 支援 体 制 の 整 備 の 必 要 性 を、 特 に 日本 の

広 義 のFacultyDeve-oPment(FD)

教 員 開 発 教 授 開 発

(FacultyDevθIopment)(lnstructionaIDeve-opment)

教 員-研 究 者 ・一 個 人 の 各 立 場 で 必 要 講 義 ・実 習 用 教 材 や カ リ キ ュ ラ ム な ど

と さ れ る 知 識 ・技 能 の 向 上 を 支 援 の 設 計 ・開 発-評 価 ・改 善 を 支 援

組 藩哉 的 開 発

(OrganizationalDeveI◎pment)

FDを 促 進 ・普 及 す る た め の 組 織 的 ・制

度 的 ・文 化 的 改 革 を 支 援

図1広 義 のFDを 構 成 す る3要 素
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 まず、「教員開発」においては、「教員とし

て」の教授技術（教授方法、講義運営、学生

の全体的・個別的指導、学習評価など）の向

上、r研究者として」の能力・技術（研究助成

金のためのプロジェクト企画書や研究論文の

作成、学内の各種委員職や役職を通した貢献、

管理・監督業務の遂行など）の向上やキャリ

ア・プランニング等のコンサルティングに重

点が置かれる。また、r一個人」としての精神

的・肉体的な健康管理、円滑な対人関係の構

築、ストレス・時間管理などへの支援体制も

含まれることが理想的だ。勿論、アメリカに

おいても、全ての大学がこのような包括的な

「教員開発」プログラムを提供している訳で

はないが、特にFDの歴史の浅い日本の大学で

は、このような、より広い視野からみたFD

プログラムの長期的な展望に立った開発と整

備が望まれる。また日本では、教員のモビリ

ティーを重視して「任期制」を部分的に導入

し始めた大学もあり、キャリア・プランニン

グの支援などは、アメリカの大学におけるも

のとは異なった観点から、今後は重要になる

と考えられる。

 「教授開発」では、教員個々人ではなく、

講義や実習のデザイン、教材、カリキュラム

や、それらの教育的効果の評価に焦点が当て

られる。アメリカの多くの大学では、教授デ

ザイナー（Instructiona1Designer）と呼ばれ

る、通常教育修士レベルの教育を受けた専門

家を擁し、このような教授設計の専門家が、

教員やティーチング・アシスタントと共に、

講義デザイン、教材、学習評価方法などの継

続的改善に取り組む。このような試みは、通

常チームワークを通して行われるが、理想的

には、教員やティーチング・アシスタントな

どが、教授設計についての基礎的な知識を持

つことが望ましい。特に、日本の大学の場合

は、教授デザイナーを専任スタッフとして雇

っていない場合がほとんどであり、この点か

らも、各教員やティーチング・アシスタント、

将来大学教員を目指す大学院生などに、ワー

クショップの開催などを通して、教授設計の

基礎的な知識と技能を習得させることが期待

される。

 さらに、これら「教員開発」と「教授開発」

を踏まえた上で必要なのが、「組織的開発」に

関する試みだ。「組織的開発」は、教育機関と

しての大学の組織構造を、「教育システムの

改善のために如何に評価し効果的に改善する

か」を目的とする。言い換えれば、「教員開

発jや「教授開発」を効果的に支援するため

の組織的改善を狙いとするのが、r組織的開

発」だ。このような試みに不可欠なのが、大

学のアドミニストレーター、特に学部長や学

科長の積極的な関与だ。学生がより効果的に

知識や技能を習得できるような「教育サービ

ス」を提供するために、学科や学部レベルで

のリーダーシップなくしてFDに取り組むの

は、r木を見て森を見ず」に等しいアプローチ

だと言える。

 広義のFDの構成要素である「教員開発」

「教授開発」「組織的開発」への取り組みを考

えていく上で常に重要なのは、これらが「支

援プログラムの開発や運営」や「それに伴っ

て必要とされる専門部署や専門家ポストの設

置jなどの制度的でテクニカルな側面を持っ

と同時に、「大学における教授・学習の在り方

や価値を問い直す」という、文化的な意識改

革を必要とする側面も合わせ持っているとい

う点を理解することだ。このことは、後述す

る「教育実践コミュニティー（Co㎜㎜ity of

Practice）の形成」とも関連するが、効果的な
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FDの推進と定着のためには、FDに携わる一人

一人の教員やアドミニストレーターが、r制

度的アプローチ」と「文化的アプローチ」が、

いわばFDの両輪の車であるという認識を共

有することが肝要である。

3 「教員開発」の新たな潮流

 r教員開発」の典型的な方法としては、教

授・研究の質を向上させるための知識や技能

の習得を目的とするワークショップ（例えば、

インターネットやPowerPointプレゼンテー

ションの授業への効果的導入）や個々の教員

へのコンサルテーション（例えば、授業をビ

デオ収録して分析し、教授法改善のためのア

ドバイスを行なう）、報償制度の導入（例えば、

評価の高かった教員や講座を表彰する）など

が、これまで主流であった。しかし、近年ア

メリカの高等教育界では、「教育実践コミュ

ニティー（Co㎜unity ofPractice）の形成」を

中心とした「教員開発」プログラムにも関心

が集まりつつある。その好例が、カーネギー

教育振興財団（以下、カーネギー財団と省略）

が1998年に開始した「CamegieAcad㎝yfor

the Scho1arship of Teaching and Learning」

（以下、rCASTLプログラム」と省略）と呼ば

れるフェローシップ・プログラムだ。rCASTL

プログラム」では、毎年、アメリカ全土の大

学（コミュニティー・カッレジを含む）から

自薦・他薦によって応募された様々な学問分

野の大学教員の中から、約20－40名が選抜さ

れる。これらの教員は、フェローとなる一年

の間、r自らの教育実践の改善に積極的に取

り組み、大学や学問分野の違いを越えて、そ

の教育実践研究の目的・過程・成果を共有す

る」ための活動に積極的に従事する。対象と

なる研究テーマは、「特定の教授法やテクノ

ロジー利用の実践的検証」から「学生の概念

的理解の新たな評価方法の開発」まで様々だ。

これらの教員に対し、カーネギー財団は、研

究助成を行うだけでなく、財団上級スタッフ

や教育学者・アドミニストレーターによるセ

ミナーやワークショップ（年間で4週間程度

が充てられる）の開催などを通じ、彼らの教

授実践研究に関する知識や研究法の研鎖の支

援を行う。また、このような個々人の教員を

対象としたフェローシップ・プログラムとは

別に、アメリカ高等教育学会と共同で、各大

学の行政レベルでの教授実践研究への支援を

推進する「CASTLキャンパスプログラム」も

実施しており、ボトムアップとトップダウン

の両アプローチによって、「Scho1arshipof

Teachi㎎andLeami㎎」の普及・促進が図ら

れてきた。現在、rCASTLキャンパスプログラ

ム」には、約100校の大学が加入しており、

そのうちの何枚かは、「CASTLプログラム」を

モデルにしたフェローシップ・プログラムを

自校の教員ために実施している（CASTLプロ

グラムに関する詳細については、
http：／／www．carnegi efoundat i on．org／CASTL／

highered／index．htmを参照）。

4「ScholarshipofTeachingand
   Learni㎎」とテクノロジーの利用

 「Scho1arship of Teaching and Learning」

は、一般的には、r教授実践を記録・顕在化し、

それを教師同士が分かち互いに吟味し合い、

互いの教授・学習に関する実践的知識を積み

重ね合う試み」と定義されるが、カーネギー

財団の知識メディア研究所では、さらに「こ

のような試みの過程において、テクノロジー

がどのように教員コミュニティーを支援でき

るのか」というテーマに基づいた実証的な研
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究と開発を進めてきた。例えば、「教授実践を

記録・顕在化する」ために、デジタルビデオ

やマルチメディアを使って授業を記録し、そ

れをネットワーク上で他の教員や研究者に

「公開」する。次に、教員同士がオンライン

協調システムを使いr互いの教授法やその効

果と問題点」などに関して、意見の交換や言立

議を行うことで、r互いの教授実践を吟味」し

合う。さらに、その結果得られた知見をネッ

トワーク上のデーターべ一スに蓄積すること

で、r教授・学習に関する互いの実践的知識を

積み重ね合う」ことが可能になる。

 先に紹介したrCASTLプログラム」に関わっ

ている教員や教育研究者たちは、知識メディア

研究所が開発したオンライン協同システム上

で、授業改善に関する研究データや資料（例え

ば、「授業過程を分析するために収録されたデ

ジタルビデオ」r自ら開発したオンライン教材

や学生の提出レポートのサンプル」r研究中間

レポ］ト」など）やそれらに対する互いの所見

を共有し、各自の実践的研究に役立てている．

また、一部の教員は、知識メディア研究所と共

同で、r教授実践に関する研究の過程と成果」

をマルチメディア・ポートフォリオ（図2）と

してまとめている（詳細については、

http：〃9目11ery．o呂megi日found目tion．orgを

参照）。これらのマルチメディア・ポートフォ

リオは、オンライン・データベース化されて

おり、学問分野や研究トピックなどによって

検索することが可能だ。従来の文字と図表の

みによる研究報告では不可能だった「様々な

教授・学習の側面を『多次元的』に捉える」

ための手法として、アメリカの高等教育界が、

マルチメディア・ポートフォリオに寄せる関

心は高い。教員養成（FD）や教授能力の開発・

評価において、今後マルチメディア・ポート

フォリオは、ますます重要な役割を担ってい

くと考えられている。
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図2．マルチメディア・ポートフォリオの例（オンライン・ギャラリー）
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 この他にも、ヴァンダービルト大学を中心

として数校の大学が参画し、各大学の教員の

イノベーティブな教授方法をオンライン上で

共有することを支援する「Co㎜unity
Learning and Innovat i on Ini t iat ive （CLI I））

や、様々な大学で「テクノロジーの授業にお

ける効果的な利用」に興味を持つ人文科学系

の教員を支援する「Visib1e Know1edge

Project（VKP）」など、高等教育の質的改善を

目的として、大学間の垣根を越えた知的コミ

ュニティーの形成し、知識の共有や構築をテ

クノロジーによって支援するという試みは、

次第に増えつつある。r互いの最新の業績を

開示し、吟味し合うことを通して、学問分野

を築いていく」という、研究の世界では当然

のこととして積み重ねられてきた努力が、大

学教育の世界においては、長らく軽んじられ

てきた。CLIIやVKPなどのプロジェクトは、

当初は一大学のプロジェクトとして始められ

たものが、徐々に大学間プロジェクトとして

発展してきたものであり、日本でも同様の先

駆的試みが、幾つかの大学で始められること

が期待される。

5 教材やカリキュラムの公開が進展

  を促す「教授開発」

 このようなアメリカにおけるr公開と共有」

に基づく新たなFDの文化は、「教員開発」だ

けに留まらず、教材やカリキュラムの設計や

評価を扱う「教授開発」の分野にも波及して

いる。例えばrMu1timediaEducationa1

Resource   for   Learning   and   On1ine

Teachi㎎（MERLOT））プロジェクトは、全米科

学財団（Nationa1Science Foundation）とカリ

フォルニア州立大学機構によって助成された、

オンライン上で様々の学問領域（現在、生物、

ビジネス、化学、工学、歴史などの十三分野）

に渡るオンライン教材データーべ一スを構築

する試みだ。既に一万点を越える教材が登録

されており、これらの教材のほとんどは無料

で利用することができる。これらの教材は、

実際に利用される過程で利用者によって評価

され、必要に応じて改良されていくので、そ

の質は次第に高められていく。また、2001年

に立ち上げられたマサチューセッヅ工科大学

（MIT）の「0penCourseWare（0CW）」プロジェ

クトは、同大学の2000余りの講義用教材をイ

ンターネット上で全て無料公開し、世界中の

大学や教員、学生が利用できるようにする、

という画期的な試みだった。このプロジェク

トでは、講義用教材を一般に公開する際に、

前述したInstructiona1Designerと呼ばれる

教授設計の専門家が各教員と協力して、既存

の教材の質をより高めるための改訂作業を行

なっている。さらに、このOCWプロジェクト

に触発されて2004年にスタートした、カリフ

ォルニアのフットビルーゲ・アンザ・コミュ

ニティー・カレッジによる「Sofia」プロジェ

クトは、公開するオンライン講義教材の質を

高めるために、コンテスト形式による報償制

度を導入している。

 多くのアメリカの大学には、「0ffice of

Instructiona1T㏄hno1ogy」やrOfficeof

Instructiona1Design」というような、教育

メディアやテクノロジー、授業・教材設計の

サポートをしてくれる部門がある。中には、

各学部ごとにこのようなサポート部門が設置

されている恵まれた大学も存在する。このよ

うな部署では、教授設計や教育メディアの専

門家を擁しており、「講義へのテクノロジー

の効果的な導入」や「メディアを利用した教

材の開発」を幅広く支援することを業務とし
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ている。先に紹介したMERLOTやOCW，Sofi目

のようなプロジェクトも、各大学で、このよう

なr教授開発」のための支援基盤が整っていな

ければ、「絵に描いた餅」で終わってしまう。

また、最新の動向としては、南カリフォルニア

大学の「C㎝tor for Soho1a「1y Toohno1ogy」

（図3）やジョージタウン大学の「Centerfor

N目w Dosigns in L日3rning and Soho1目rship」

（詳しくは、http：〃㎝d1s．georgetown．odu

を参照）のような、教授設計一教育研究一テ

クノロジーを総合的に支援する部門が設置さ

れるケースも増えてきている。

 一方、現在の日本の大学の多くは、教員に

対するこのようなサービスを提供する部署が、

ごく手薄か、全く設けられていないのが実状

だ。また、仮にこのような部署を設置しよう

としても、適した人材を国内で探し出すこと

も容易ではない．今後、日本の高等教育にお

いて包括的なFDを推進していくためには、各

大学における教員の「教授開発」の支援体制

の確立と、そのための人材を育成するための

大学院レベルにおける教育プログラムの整備

が急務である。

6 「組織的開発」とFD促進のための

  エコ・システムの構築の必要性

 本論文で取り上げたr広義のFD」を促進さ

せ維持していくための課題の一つは、FDを

「単なる個々の教員の教授テクニックの向

上」に留めず、個々の教員が持っている教授

実践に関する膨大な知識や経験を「理解し易

い伝達可能な形」にし、さらにr教員たちが

それらの知識を共有し切瑳琢磨する過程」で
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アメリカにおけるFD最新事情

新たに産み出される「教授実践コミュニティ

ーとしての知的資産」を蓄積・再利用できる

ように体系化することだ。「教授・学習のメカ

ニズム」が、いかに高度で複雑であるかは、

教授・学習の評価過程で集められた様々なデ

ータを駆使してその全体像を再構築しようと

する際、あらためて痛感させられる。例えば、

「ある教授法がうまく機能せず、学生の理解

が不十分に終わった」という明らかな証拠が

ある場合、r一体、教え方のどこが愚かったの

か、何を改善すれば良いのか」を、教授・学

習過程の記録を分析することによって導き出

し、他の教員や研究者が納得できるように説

明するのは、膨大な知的・時間的労力を要す

る作業だ。

 このような包括的なFDの試みを長期的・持

続的に支援するためには、大学のアドミニス

トレーターの積極的なリーダーシップが不可

欠である。さらに、これらの試みによって得

られた知見を基に、如何に臨機応変に組織的

改革を進めていくことも重要だ。FDが、単な

る個々の教員のProfessiona1Deve1opment

の為だけに必要なのではなく、「実践的かっ

学問的な教授・学習に関する『知識コミュニ

ティー』を形成し、個々の教員の教育的イノ

ベーション、知識や経験を蓄積し大学の『知

的財産』としていく為に不可欠である」とい

う認識を持つことが、高等教育機関としての

大学の再生と発展のための第一歩である。

 最後に、アメリカでは、大学だけでなく、

数々の教育助成財団が、このような広義のFD

を取り巻くエコ・システム作りに、多大なる

貢献をしているという例を紹介したい。ハワ

ード・ヒューズ医学財団（Howard Hughes

Medica1Institute）が、2002年に開始した

「HHMI Professors Program」は、学部レベル

の生物学の教授方法や教材・カリキュラムの

長期的な改良のための教育研究と実践を支援

するための助成プログラムだ。全米各地の大

学から選抜された20人の生物学の教員各々

に、4年間に渡り100万ドル（約1億円）が

助成される。また、全米科学財団（Nati㎝al

Sc i ence Foundat i on）をま、 「NSF D irector’ s

Award for D i st ingui shed Teaching Scho1ars」

という賞を、特に科学・工学・数学の分野で

教育的活動を通して顕著な貢献を行なった教

員に対して贈っている。全米科学財団の教育

賞の最高峰である同賞（副賞賞金40万ドル）

の受賞者には、過去にノーベル賞を受賞した

研究者も含まれる。これは、高いレベルでの

研究活動と教育活動が両立することの証左だ。

このような名実を伴った教育研究助成プログ

ラムや教育賞の存在は、アメリカの高等教育

界に、FDの推進と発展を育む肥沃な土壌があ

ることを示している。このようなFDを取り巻

くエコ・システムを、各大学や高等教育界が

どのように作り上げていくかが、日本におけ

る今後の課題と言える。

カーネギー教育振興財団 主任研究員

知識メディア研究所所長

中部大学客員教授

私学高等教育研究所客員研究員
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